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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自 平成15年 
  ５月16日 
至 平成15年 
  11月15日 

自 平成16年
  ５月16日 
至 平成16年 
  11月15日 

自 平成17年
  ５月16日 
至 平成17年 
  11月15日 

自 平成15年 
  ５月16日 
至 平成16年 
  ５月15日 

自 平成16年
  ５月16日 
至 平成17年 
  ５月15日 

売上高 (千円) 7,773,250 7,649,794 7,452,203 16,133,018 16,273,543

経常利益 (千円) 249,115 125,164 210,315 520,663 310,318

中間(当期)純利益 (千円) 138,707 68,610 122,564 290,841 172,054

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,411,649 2,411,649 2,411,649 2,411,649 2,411,649

発行済株式総数 (千株) 11,581 11,581 11,581 11,581 11,581

純資産額 (千円) 8,063,955 8,092,763 8,103,489 8,165,626 8,137,325

総資産額 (千円) 13,973,949 15,104,395 15,559,771 15,159,068 14,780,648

１株当たり純資産額 (円) 728.83 732.07 733.85 738.29 736.47

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 12.28 6.20 11.09 24.12 13.64

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 11.08 ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 7.0 7.0 7.0 14.0 14.0

自己資本比率 (％) 57.7 53.6 52.1 53.9 55.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 27,345 595,836 283,057 380,152 549,107

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △59,170 △1,064,760 △543,883 △236,588 △1,060,397

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 191,668 △543,411 322,526 1,145,634 △556,248

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 413,128 530,961 536,919 1,542,554 474,265

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
119 
(230)

116
(216)

133
(202)

128 
(235)

141
(229)



(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 第55期中、第55期、第56期中及び第56期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式がないため記載しておりません。 

  

    



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成17年11月15日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

従業員数(名) 
133 
（202） 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、輸出の持ち直しや堅調な設備投資を背景に、緩やかな回復基調にあ

りましたが、原油価格の高騰、国民負担の増加などの景気下押し要因も並存する不透明な状況下にありました。 

小売業界を取り巻く業界環境も、依然として続くデフレ状況、上がらない消費マインド、さらなる競合激化な

ど、厳しい環境下にありました。 

    このような状況のもと当社では、「お客様が主役である」という認識のもと、お客様の「安心」と「満足」の

ための店づくりを目指し、商品の改廃、品揃えの品種拡大、新商品や話題商品の導入などに努め、さらに、お客

様がより買物し易い売場を追及して、陳列レイアウトの変更などを行ってまいりました。また一方で、店舗運営

の標準化もさらに推進することで、店舗作業の省力化にも取り組んでまいりました。前期より全店で稼動いたし

ました自動発注システムにより、発注作業コストは大幅に削減されましたが、当中間会計期間において、同シス

テムの精度をさらにアップさせることで、商品陳列作業コストの削減にも寄与しております。 

    販売政策面につきましては、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ株式会社から導入する同社グループの開発商品などに加え、自

社開発輸入についても、ベトナム等の東南アジアに新たにルートを設けることで強化し、商品力アップに努めて

まいりました。 

    出店、閉店ならびに増床等につきましては、当中間会計期間においては行ないませんでした。従いまして、当

中間会計期間末店舗数は山梨県に13店舗及び神奈川県に６店舗で合計19店舗、当中間期末売場面積は50,297㎡と

なりました。 

これらの結果、当中間会計期間の売上高は74億52百万円（前年同期比2.6％減）、経常利益は２億10百万円（前

年同期比68.0％増）、中間純利益は１億22百万円（同比78.6％増）と減収増益となりました。 

  

(2)主要用品部門別の状況 

① ダイニング用品部門 

 ダイニング用品部門におきましては、台所用品についてキッチンタオル等のキッチン消耗品が、競合店の

影響などにより低調に推移し、調理家電についても、ジューサー・ミキサー、スライサーなど前年同期にブ

ームとなった商品が低調に推移いたしました。この結果、売上高は前年同期比9.2％減少し、９億23百万円と

なりました。 

② ホームファニシング用品部門 

 ホームファニシング用品部門におきましては、スーパーデポ南アルプス店の出店により、大型物置、カー

ポートなどの販売が好調でしたが、メタルラック等の鉄を原料とする商品の原価が高騰したため、販売も低

調に推移いたしました。この結果、売上高は前年同期比3.1％減少し、６億８百万円となりました。 

③ デイリー用品部門 

デイリー用品部門におきましては、日用品、清掃・洗濯用品とも競合店の煽りをうけたことなどにより総じ

て低調に推移いたしました。この結果、売上高は前年同期比6.0％減少し、15億83百万円となりました。 

④ シーゾナル用品部門 

シーゾナル用品部門におきましては、秋口から初冬にかけての気温が高めであったため、暖房関連商品が低

調でしたが、灯油販売設備を備えた店舗を増加したことにより、灯油の販売が大幅にアップいたしました。こ

の結果、売上高は前年同期比1.7％増加し、４億55百万円となりました。 

⑤ 園芸・ペット用品部門 

園芸・ペット用品部門におきましては、ペット用品はスーパーデポ南アルプス店の出店により、生体などの



販売が好調であったことにより、それに付随する商品の販売もアップいたしましたが、園芸用品につきまし

ては、ラティスなどの木製品がブームの低下などにより低調に推移したことなどにより苦戦いたしました。こ

の結果、売上高は前年同期比1.7％減少し、16億55百万円となりました。 

⑥ カルチャー用品部門 

カルチャー用品部門におきましては、少子化の影響による需要の変化等により、安価な玩具関連商品や幼児

文具関連商品が低調に推移いたしました。この結果、売上高は前年同期比1.0％減少し、４億42百万円となり

ました。 

⑦ その他用品部門 

その他用品部門におきましては、スーパーデポ南アルプス店の出店により、ＤＩＹ用品の販売が好調に推移

いたしましたが、電気用品等はビデオテープの売上減少分をＤＶＤ－Ｒの販売で補いきれなかったことなどに

より低調に推移いたしました。この結果、売上高は前年同期比0.1％減少し、15億89百万円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間期末に比べ５百万円増加し、
５億36百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
     営業活動の結果、得られた資金は２億 83 百万円（前年同期比３億 12 百万円減少）となりました。これは主

に、税引前中間純利益２億 81百万円、減価償却費２億４百万円、たな卸資産の増加額１億64百万円、及び投資
有価証券売却益１億75百万円等によるものであります。 

  
   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、支出した資金は５億 43 百万円（前年同期比５億 20 百万円減少）となりました。これは主
に、有形固定資産の取得による支出５億63百万円等によるものであります。 

  
   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
     財務活動の結果、得られた資金は３億22百万円（前年同期は５億43百万円の支出）となりました。これは長

短借入れによる収入８億円、長期借入金の返済による支出３億97百万円等によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当社が営む事業はホームセンター事業だけですので、仕入実績としては、ホームセンター事業の部門別の仕入高

を記載いたします。 

  

(注) １ 部門別の各構成内容は、次のとおりであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は受注販売を行なっていないため、該当事項はありません。 

  

部門 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

仕入高(千円) 前年同期比(％) 

ダイニング用品 694,323 88.2 

ホームファニシング用品 429,400 100.1 

デイリー用品 1,287,976 88.8 

シーゾナル用品 433,396 103.6 

園芸・ペット用品 1,181,528 93.4 

カルチャー用品 345,411 99.0 

その他用品 1,174,417 99.8 

商品仕入高計 5,546,455 94.4 

不動産賃貸収入原価 111,374 135.8 

仕入高合計 5,657,829 95.0 

ダイニング用品 (台所・調理小物)

ホームファニシング用品 (家具・インテリア用品)

デイリー用品 (家庭用品・日用雑貨)

シーゾナル用品 (季節品)

園芸・ペット用品 (園芸・ペット用品)

カルチャー用品 (文具用品・おもちゃ等)

その他用品 (日曜大工用品・はきもの・カー用品・その他)



(3) 販売実績 

当社が営む事業はホームセンター事業だけですので、販売実績としては、ホームセンター事業の部門別売上高及

び地区別商品売上高を記載いたします。 

１ 部門別売上高 

  

(注) １ 部門別の各構成内容は、次のとおりであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 地区別商品売上高 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

売上高(千円) 前年同期比(％) 

ダイニング用品 923,522 90.8 

ホームファニシング用品 608,182 96.9 

デイリー用品 1,583,967 94.0 

シーゾナル用品 455,920 101.7 

園芸・ペット用品 1,655,253 98.3 

カルチャー用品 442,097 99.0 

その他用品 1,589,227 99.9 

商品売上高計 7,258,171 96.8 

不動産賃貸収入 194,032 129.3 

売上高合計 7,452,203 97.4 

ダイニング用品 (台所・調理小物)

ホームファニシング用品 (家具・インテリア用品)

デイリー用品 (家庭用品・日用雑貨)

シーゾナル用品 (季節品)

園芸・ペット用品 (園芸・ペット用品)

カルチャー用品 (文具用品・おもちゃ等)

その他用品 (日曜大工用品・はきもの・カー用品・その他)

地区 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

売上高(千円) 前年同期比(％) 

山梨県 4,598,437 99.2 

神奈川県 2,659,733 92.9 

商品売上高合計 7,258,171 96.8 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備の異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の変更 

前事業年度末に計画していた設備計画は次のように変更しました。 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

事業所名 所 在 地 設備の内容 
投 資 予 定 額(千円) 

着工年月 完成年月 
総 額 既支払額 

スーパーデポ 

稲城押立店 

東京都 

稲城市 
販売用設備新設 818,504 818,504 平成17年６月 平成17年11月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年11月15日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年２月７日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 11,581,205 11,581,205
東京証券取引所
市場第二部 

― 

計 11,581,205 11,581,205 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

平成16年８月４日の株主総会決議 

  

(注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数を切り上

げるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会

社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整できるものとする。 

  ２ 新株予約権の減少は、付与対象者の退職によるものであります。 

  

  

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年11月15日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権の数(個) 446 446

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 446,000 446,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり450 (注)１ 同左

新株予約権の行使期間 平成18年９月１日～平成21年８月31日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      450
資本組入額     225 

同左

新株予約権の行使の条件 

 権利行使時においても、当社の取締
役、監査役及び従業員であることを要
する。ただし、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のある場合
は行使できるものとする。 
 新株予約権者の相続人による権利行
使は認めない。 

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
 権利の譲渡については、取締役会の
承認を要するものとする。 

同左

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年11月15日現在 

（注）当社は、自己株式538千株（4.65％）を保有しておりますが上記大株主からは除外しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年11月15日 ― 11,581,205 ― 2,411,649 ― 2,465,839

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

財団法人 布能育英会 山梨県甲府市中小河原１丁目13-18 2,090 18.04

株式会社 カーマ 愛知県刈谷市日高町３丁目411 579 4.99

株式会社 山梨中央銀行 山梨県甲府市丸の内１丁目20-８ 528 4.56

長田組土木 株式会社 山梨県甲府市丸の内２丁目９-20 347 2.99

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 209 1.80

久田 宗弘 
神奈川県横浜市港北区新吉田東３丁目
５-16 

201 1.74

布能 くに子 山梨県甲府市朝日２丁目15-21 173 1.50

布能 壽英 山梨県甲府市朝日２丁目15-21 156 1.35

くろがねや従業員持株会 山梨県甲府市中小河原１丁目13-18 150 1.29

明治安田生命保険相互会社 
(常任代理人 
資産管理サービス信託銀行㈱) 

東京都千代田区丸の内２丁目１-１ 138 1.19

計 ― 4,574 39.49



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年11月15日現在 

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己株式 785 株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年11月15日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株(議決権 1個)あります。なお、当該株

式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式538,000  

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,764,000 
10,764 ― 

単元未満株式 普通株式279,205 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 11,581,205 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,764 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社 くろがねや 

山梨県甲府市中小河原 
１丁目13－18 

538,000 ― 538,000 4.65

計 ― 538,000 ― 538,000 4.65



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

  

(注) １ 最高・最低株価は、月初から月末までのものを記載しております。 

２ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 440 451 460 485 508 510

最低(円) 421 435 448 450 478 490



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年５月16日から平成16年11月15日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第56期中間会計期間(平成16年５月16日から平成16年11月15日ま

で)及び第57期中間会計期間(平成17年５月16日から平成17年11月15日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

  

３ 当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年11月15日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月15日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年５月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   530,961   536,919 474,265   

２ 売掛金   16,686   22,250 41,335   

３ たな卸資産   2,902,463   3,030,381 2,866,083   

４ その他   248,576   563,320 270,302   

貸倒引当金   △14   △46 △22   

流動資産合計    3,698,673 24.5 4,152,825 26.7   3,651,963 24.7

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２ 4,005,330   3,745,254 3,869,767   

(2) 構築物   916,877   794,113 846,994   

(3) 土地 ※２ 3,681,995   3,733,263 3,681,995   

(4) 建設仮勘定   176,118   880,411 187,168   

(5) その他   74,626   68,619 77,795   

有形固定資産合計   8,854,948   58.6 9,221,662 59.3 8,663,721   58.6

２ 無形固定資産   226,347   1.5 214,830 1.4 218,907   1.5

３ 投資その他の資産          

(1) 敷金・保証金   1,727,732   1,674,117 1,685,378   

(2) その他   619,793   319,374 583,727   

貸倒引当金   △23,100   △23,039 △23,050   

投資その他の資産 
合計   2,324,425   15.4 1,970,452 12.6 2,246,055   15.2

固定資産合計    11,405,721 75.5 11,406,946 73.3   11,128,685 75.3

資産合計    15,104,395 100.0 15,559,771 100.0   14,780,648 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年11月15日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月15日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年５月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   112,742   117,805 128,202   

２ 買掛金   3,147,784   2,778,939 2,760,988   

３ 短期借入金 ※２ 805,000   1,586,000 1,244,000   

４ 未払法人税等   76,909   171,372 47,204   

５ その他   431,917   731,398 405,727   

流動負債合計    4,574,353 30.3 5,385,515 34.6   4,586,122 31.0

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 1,711,000   1,400,000 1,339,000   

２ 退職給付引当金   24,899   25,706 26,657   

３ その他   701,378   645,060 691,542   

固定負債合計    2,437,277 16.1 2,070,767 13.3   2,057,199 13.9

負債合計    7,011,631 46.4 7,456,282 47.9   6,643,322 44.9

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,411,649 16.0 2,411,649 15.5   2,411,649 16.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   2,465,839   2,465,839 2,465,839   

２ その他資本剰余金   21   44 23   

資本剰余金合計    2,465,860 16.3 2,465,883 15.8   2,465,863 16.7

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   155,671   155,671 155,671   

２ 任意積立金   220,187   216,283 220,187   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   2,934,090   2,988,009 2,960,152   

利益剰余金合計    3,309,950 21.9 3,359,963 21.6   3,336,012 22.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    90,001 0.6 56,232 0.4   111,021 0.8

Ⅴ 自己株式    △184,698 △1.2 △190,239 △1.2   △187,219 △1.3

資本合計    8,092,763 53.6 8,103,489 52.1   8,137,325 55.1

負債・資本合計    15,104,395 100.0 15,559,771 100.0   14,780,648 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    7,649,794 100.0 7,452,203 100.0   16,273,543 100.0

Ⅱ 売上原価    5,828,715 76.2 5,494,294 73.7   12,449,198 76.5

売上総利益    1,821,079 23.8 1,957,908 26.3   3,824,344 23.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,735,984 22.7 1,781,773 23.9   3,583,940 22.0

営業利益    85,095 1.1 176,134 2.4   240,403 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１  59,989 0.8 45,207 0.6   99,336 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  19,920 0.3 11,027 0.2   29,421 0.2

経常利益    125,164 1.6 210,315 2.8   310,318 1.9

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― 169,521 2.3   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※4,5  1,948 0.0 98,345 1.3   3,883 0.0

税引前中間(当期) 
純利益    123,215 1.6 281,491 3.8   306,434 1.9

法人税、住民税 
及び事業税   67,615   166,065 162,997   

法人税等調整額   △13,009 54,605 0.7 △7,138 158,926 2.2 △28,617 134,380 0.8

中間(当期)純利益    68,610 0.9 122,564 1.6   172,054 1.1

前期繰越利益    2,865,480 2,865,444   2,865,480 

中間配当額    ― ―   77,381 

中間(当期)未処分 
利益    2,934,090 2,988,009   2,960,152 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日)

当中間会計期間 

(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  123,215 281,491 306,434

２ 減価償却費  171,383 204,987 399,943

３ 減損損失  ― 97,542 ―

４ 固定資産除却損  1,184 415 2,653
５ 貸倒引当金の 
増加額(△減少額) 

 724 12 682

６ 退職給付引当金の 
増加額(△減少額) 

 706 △951 2,464

７ 受取利息及び受取配当金  △3,808 △3,869 △7,502

８ 支払利息  11,298 10,734 20,554

９ 投資事業組合運用益  △14,924 △7,020 △27,564

10 有価証券売却益  △4,473 ― △21,408

11 有価証券売却損  ― ― 4,281

12 投資有価証券売却益  ― △175,325 ―

13  投資有価証券評価損  ― 388 ―
14 売上債権の 
減少額(△増加額) 

 6,258 19,084 △18,390

15 たな卸資産の 
減少額(△増加額) 

 △127,865 △164,298 △91,485

16 その他の資産の 
減少額(△増加額) 

 △761 △3,165 △9,949

17 仕入債務の 
増加額(△減少額) 

 434,596 7,553 63,261

18 未払消費税等の 
増加額(△減少額) 

 △98,510 105,915 △96,446

19 役員賞与の支払額  △21,300 △21,270 △21,300
20 その他  243,427 △29,277 308,735

小計  721,152 322,948 814,964

21 利息及び配当金の受取額  4,194 3,869 7,888
22 利息の支払額  △11,131 △10,474 △20,119
23  法人税等の支払額  △118,378 △33,285 △253,626

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 595,836 283,057 549,107

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の払戻による収入  20,000 ― 20,000
２ 有価証券の 
  取得による支出 

 ― △341,298 ―

３ 有形固定資産の 
取得による支出 

 △1,067,278 △563,211 △1,198,066

４ 有形固定資産の 
除却による支出 

 △1,044 ― △2,481

５ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △157,469 △58,105 △198,145

６ 投資有価証券の 
売却による収入 

 113,290 409,570 245,936

７ 敷金・保証金の 
差入による支出 

 △35,694 △48,544 △48,520

８ 敷金・保証金の 
返還による収入 

 56,947 59,804 112,127

９ その他  6,486 △2,099 8,751

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,064,760 △543,883 △1,060,397

    
前中間会計期間 

(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日)

当中間会計期間 

(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日)

注記 



  

区分 番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  ― 300,000 500,000

２ 長期借入れによる収入  ― 500,000 ―

３ 長期借入金の 
返済による支出 

 △463,840 △397,000 △896,840

４ 自己株式の取得 
及び売却による収支 

 △2,408 △2,999 △4,927

５ 配当金の支払額  △77,163 △77,474 △154,480

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △543,411 322,526 △556,248

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 742 952 △751

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △1,011,592 62,654 △1,068,289

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,542,554 474,265 1,542,554

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 530,961 536,919 474,265

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価 

法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

商品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算出) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみ

なされるもの）について

は、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り込む方法によっておりま

す。 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算出) 

時価のないもの 

   同左 

(3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日 

以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物  15年～34年 

 構築物 10年～30年 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

    

      

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 



債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生して

いると認められる額を計上

しております。 

  

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

４ リース取引の処理方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利

スワップについて特例処理を

採用しております。 

  

５ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

５ ヘッジ会計の方法 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…金利スワップ 

    ヘッジ対象…長期借入金 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（3）ヘッジ方針 

ヘッジ対象に係る債務の残高

の範囲内で金利上昇のリスク

を回避する目的でのみ金利ス

ワップ取引を利用することと

しております。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の

評価を省略しております。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

      

      

      

    

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引出可能な要

求払預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期の到来する流動

性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない

短期的な投資。 

６ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 



  

  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  

  

  

  

  

  

追加情報 

  

  

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は、税
抜方式を採用しておりま
す。なお、仮払消費税等と
仮受消費税等は相殺のうえ
流動資産「その他」に含め
て表示しております。 

  

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜
方式を採用しております。な
お、仮払消費税等と仮受消費
税等は相殺のうえ流動負債
「その他」に含めて表示して
おります。 

  

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税
抜方法を採用しておりま
す。 

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

          （固定資産の減損に係る会計基準）
 当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成
14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第6号）を
適用しております。 
 これにより税引前中間純利益が
97,542千円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則に
基づき当該各資産の金額から直接控
除しております。 

          

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

（外形標準課税制度の導入） 
「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律9号）が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月1日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当中間会計期間から「法人
事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務
上の取扱い」（平成16年２月13日企
業会計基準委員会 実務対応報告第
12号）に従い、法人事業税の付加価
値割及び資本割については、販売費
及び一般管理費に計上しておりま
す。 
 この結果、販売費及び一般管理費
が、9,281千円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前中間純利益が、

          （外形標準課税制度の導入） 
「地方税法等の一部を改正する法
律」（平成15年法律9号）が平成15
年３月31日に公布され、平成16年４
月1日以後に開始する事業年度より
外形標準課税制度が導入されたこと
に伴い、当期から「法人事業税にお
ける外形標準課税部分の損益計算書
上の表示についての実務上の取扱
い」（平成16年２月13日企業会計基
準委員会 実務対応報告第12号）に
従い、法人事業税の付加価値割及び
資本割については、販売費及び一般
管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が、19,441千円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益が、



  
  
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

同額減少しております。 同額減少しております。 

前中間会計期間末 
(平成16年11月15日) 

当中間会計期間末
(平成17年11月15日) 

前事業年度末 
(平成17年５月15日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,448,882千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,862,306千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

4,667,372千円 

※２ 担保資産  

建物 224,008千円

土地 449,615千円

上記担保資産に対する債務額

長期借入金 500,000千円

   

※２ 担保資産 

建物 203,648千円

土地 449,615千円

上記担保資産に対する債務額

短期借入金 125,000千円

長期借入金 375,000千円

※２ 担保資産  

建物 212,024千円

土地 449,615千円

上記担保資産に対する債務額

長期借入金 500,000千円

   



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,313千円

受取事務 
手数料 

30,788千円

投資事業 
組合運用益 

14,924千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,081千円

受取事務
手数料 

14,407千円

投資事業
組合運用益 

7,020千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,496千円

受取事務 
手数料 

33,709千円

投資事業 
組合運用益 

27,564千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 11,298千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 10,734千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 20,554千円

      

          ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

169,521千円

          

          ※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 97,542千円

          

          

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 162,495千円

無形固定資産 4,101千円

※５ 減損損失 

     当社は、以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上しました。 

  （経緯） 

    地価の著しい下落及び賃

貸料水準の著しい低下に伴

い収益性が著しく低下した

ため、減損損失を認識しま

した。 

  （グルーピングの方法） 

     当社は、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位と

して、各店舗及び賃貸物件

を最小単位としてグルーピ

ングしております。 

  （回収可能価額の算定方法等） 

     使用価値、割引率４％ 

  

６ 減価償却実施額 

用途 賃貸用 

種類 土 地 

場所 山梨県甲斐市 

金額 97,542千円 

有形固定資産 194,933千円

無形固定資産 4,023千円

          

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

６ 減価償却実施額 

有形固定資産 381,597千円

無形固定資産 8,241千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 530,961千円

現金及び 
現金同等物 

530,961千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 536,919千円

現金及び 
現金同等物 

536,919千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 474,265千円

現金及び
現金同等物 

474,265千円



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

車両 
運搬具 37,872 31,956 5,916

什器 
備品 885,824 609,164 276,659

ソフト 
ウェア 12,003 8,802 3,200

合計 935,700 649,923 285,776

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

車両 
運搬具 39,947 20,839 19,108

什器 
備品 606,770 312,192 294,577

ソフト 
ウェア 12,003 11,202 800

合計 658,721 344,235 314,486

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両
運搬具 35,661 21,059 14,601

什器
備品 865,602 626,505 239,097

ソフト
ウェア 12,003 10,002 2,000

合計 913,267 657,567 255,700

  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 101,608千円

１年超 184,167千円

合計 285,776千円

  

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 101,119千円

１年超 213,366千円

合計 314,486千円

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内  88,654千円

１年超 167,045千円

合計 255,700千円

 

  

③ 支払リース料 77,805千円

(減価償却費相当額) 

  

③ 支払リース料 53,255千円

(減価償却費相当額) 

  

③ 支払リース料 134,728千円

(減価償却費相当額) 

 

  

④ リース物件の取得価額相当額及

び未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、中間財務諸表等規

則第５条の３において準用する

財務諸表等規則第８条の６第２

項の規定に基づき、支払利子込

み法により算定しております。 

  

④      同左 

  

  

④ リース物件の取得価額相当額及

び未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、

財務諸表等規則第８条の６第２

項の規定に基づき、支払利子込

み法により算定しております。 

 

  

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

⑤ 減価償却費相当額の算定方法 

同左  



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

  

  

  

(当中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

（注） 取得原価は、減損処理後の帳簿価額であります。当中間会計期間において、減損処理を行い、投資有価証券評価損388千円を

計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理行

い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回収可能性等を考慮して必要と認められた金額について減損処理を

行っております。 

  

   

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

  

区分 

前中間会計期間
(平成16年11月15日) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券  

株式 288,022 412,340 124,318

債券 16,400 16,080 △320

その他 26,235 52,691 26,456

計 330,657 481,111 150,454

区分 

前中間会計期間 
(平成16年11月15日) 

中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

2,320

区分 

当中間会計期間
(平成17年11月15日) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券  

株式 73,062 166,565 93,503

その他 346,130 346,629 499

計 419,192 513,194 94,002

区分 

当中間会計期間 
(平成17年11月15日) 

中間貸借対照表計上額(千円) 



  
  
  
  

(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

  

  

その他有価証券 
非上場株式 

1,900

区分 

前事業年度
(平成17年５月15日) 

取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券  

株式 235,390 413,452 178,061

その他 12,011 19,541 7,529

計 247,402 432,994 185,591

区分 

前事業年度
(平成17年５月15日) 

貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
非上場株式 

  
1,900 
  



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末（平成16年11月15日現在） 

デリバティブ取引の契約金額等、時価及び評価損益の状況 

(注)１．時価の算定方法   取引金融機関から提示された価格によっております。 

  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いております。 

当中間会計期間末（平成17年11月15日現在） 

デリバティブ取引の契約金額等、時価及び評価損益の状況 

(注)１．時価の算定方法   取引金融機関から提示された価格によっております。 

  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いております。 

前事業年度末（平成17年5月15日現在） 

デリバティブ取引の契約金額等、時価及び評価損益の状況 

(注)１．時価の算定方法   取引金融機関から提示された価格によっております。 

  ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いております。 

  

対象物の種類 取 引 の 種 類 契約金額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通    貨 クーポンスワップ取引 1,905,149 △6,691 △6,691

対象物の種類 取 引 の 種 類 契約金額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通    貨 クーポンスワップ取引 1,905,149 1,346 1,346

対象物の種類 取 引 の 種 類 契約金額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通    貨 クーポンスワップ取引 1,905,149 △3,969 △3,969



(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年５月16日 至 平成16年11月15日) 

関連会社がないため持分法を適用した場合の投資損益については、記載しておりません。 

当中間会計期間(自 平成17年５月16日 至 平成17年11月15日) 

関連会社がないため持分法を適用した場合の投資損益については、記載しておりません。 

前事業年度(自 平成16年５月16日 至 平成17年５月15日) 

関連会社がないため持分法を適用した場合の投資損益については、記載しておりません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日) 

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日) 

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日) 

１株当たり純資産額 732円07銭 １株当たり純資産額 733円85銭 １株当たり純資産額 736円47銭

１株当たり中間純利益 ６円20銭 １株当たり中間純利益 11円09銭 １株当たり当期純利益 13円64銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式がないため記載してお

りません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益                      

11円08銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、期中平均株価が

新株引受権の行使価格より低く、

１株当たり当期純利益が希薄化し

ないため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年５月16日 
至 平成16年11月15日)

当中間会計期間
(自 平成17年５月16日 
至 平成17年11月15日)

前事業年度 
(自 平成16年５月16日 
至 平成17年５月15日)

１株当たり中間（当期）純利益
金額 

   

中間(当期)純利益(千円) 68,610 122,564 172,054

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― 21,270

（うち利益処分による役員
賞与金（千円）） 

― ― 21,270

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円) 

68,610 122,564 150,784

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

11,056 11,046 11,054

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額 

 

中間（当期）純利益調整額
（千円） 

― ― ―

普通株式増加数（千株） ― 7,643 ―

(うち新株予約権（千株）) ― 7,643 ―

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 
  

新株予約権１種類（新
株予約権の数496個） 

   新株予約権１種類（新
株予約権の数464個） 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  



(2) 【その他】 

第57期(平成17年５月16日から平成18年５月15日まで)中間配当については、平成18年１月10日開催の取締役会に

おいて、平成17年11月15日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し次のとおり中間配当を行う

ことを決議いたしました。 

  

  
  

(1) 中間配当金の総額 77,296千円

(2) １株当たり中間配当金 ７円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年１月24日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第56期) 

自 平成16年５月16日
至 平成17年５月15日

  

平成17年８月５日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
  

自己株券買付状況報
告書 

    

  

平成17年６月13日 
平成17年７月４日 
平成17年８月10日 
平成17年９月６日 
平成17年10月13日 
平成17年11月２日 
平成17年12月７日 
平成18年１月６日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株式会社くろがねや 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社くろがねやの平成16年５月16日から平成17年５月15日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成16年５月16日から

平成16年11月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社くろがねやの平成16年11月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年５

月16日から平成16年11月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  
  

平成17年１月27日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  武  山  知  良  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  向     眞  生  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

 

株式会社くろがねや 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社くろがねやの平成17年５月16日から平成18年５月15日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成17年５月16日から

平成17年11月15日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社くろがねやの平成17年11月15日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年５

月16日から平成17年11月15日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

平成18年１月25日

 取締役会 御中  
  
  
監査法人トーマツ 

  

指定社員 
業務執行社員 公認会計士  浅  野  裕  史  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 公認会計士  谷  津  良  明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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